
（平成２４年２月２９日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 18 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 16 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 15 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 10 件

年金記録確認千葉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

千葉国民年金 事案 4139 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 48 年２月及び同年３月の国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 28 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 48 年２月及び同年３月 

             ② 昭和 54 年３月から 55 年４月まで 

    私は、国民年金に加入して以降、国民年金保険料を全て納めたはずで

ある。申立期間が未納及び未加入とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、国民年金に加入当初の２か月と短期間である上、

申立人は、国民年金の加入期間において、申立期間①を除き国民年金保険

料は全て納付している。 

   また、申立人の所持する国民年金手帳には、昭和 48 年３月５日に発行

されたことが記載されており、同時点を基準にすると、申立期間①の保険

料は現年度納付が可能であり、申立人は、申立期間①直後の保険料を現年

度納付していることから、申立期間①の保険料は納付していたものと考え

るのが自然である。 

   一方、申立期間②については、申立人は昭和 52 年２月１日に国民年金

の被保険者資格を喪失し、55 年５月７日に被保険者資格を任意で再取得

したことが上記手帳に記載されており、特殊台帳及びオンライン記録と一

致することから、申立期間②は国民年金に未加入の期間であり、制度上、

保険料を納付することができない期間である。 

   また、申立人は、申立期間②に係る国民年金の加入手続を行った時期及

び具体的な保険料の納付についての記憶が明瞭でなく、納付状況は不明で

ある。 

   さらに、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号



 

払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に申立期間②の保険料

を納付する前提となる別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをう

かがわせる事情は見当たらない上、申立期間②の保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間②の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 48 年２月及び同年３月の保険料を納付していたものと認められる。 



 

千葉国民年金 事案 4140 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成４年８月の国民年金保険料については、納付していたもの

と認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年８月 

    私は、申立期間当時、大学生だったため国民年金保険料は母が納付し

てくれていた。母に確認したところ、保険料は全て納付したとのことな

のに、申立期間が未納となっているので納付記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料を、申立人の母が納付してくれて

いたと主張するところ、オンライン記録における納付状況及び申立人から

提出された平成４年 10 月以降の国民年金保険料の過年度納付に係る領収

証書の発行日により、申立期間の納付書が発行されていた可能性がうかが

えることから、申立期間は納付が可能であったと考えられる。 

   また、申立人の申立期間に係る保険料を納付したとする申立人の母は、

国民年金の加入期間に未納は無く、国民年金制度への意識の高さが認めら

れる上、申立人の申立期間に続く平成４年９月から５年３月までの保険料

は６年 10 月から７年４月にかけて過年度納付されており、過去の未納期

間を解消しようと努めていた状況がうかがえる。 

   さらに、申立期間は１か月と短期間であることを踏まえると、申立期間

の保険料は納付していたものと考えるのが自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

千葉厚生年金 事案 4471 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成４年１月 21 日から同年２月１日まで

の期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を同

年１月 21 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 30 万円とすることが必

要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

申立期間のうち、平成４年 12 月から５年２月までの期間、同年４月、

同年７月及び同年９月については、申立人は、その主張する標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、当該期間の標準報酬月額に係る記録を４年 12 月から

５年２月までは 32 万円、同年４月及び同年７月は 34 万円、同年９月は

36 万円に訂正することが必要である。 

申立期間のうち、平成５年 10 月１日から７年９月 30 日までの期間につ

いては、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申

立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、当該期間の

標準報酬月額に係る記録を５年 10 月から６年９月までは 34 万円、同年

10 月から７年８月までは 36 万円に訂正することが必要である。 

また、申立人は、上記期間のうち、平成６年１月、同年３月、同年５月、

同年７月及び同年８月については、その主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められることか

ら、当該期間の標準報酬月額に係る記録を 36 万円に訂正することが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料（上記訂正前

の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 



 

申 立 期 間  ： ① 平成４年１月 21 日から同年２月１日まで 

             ② 平成４年２月１日から７年９月 30 日まで 

             ③ 平成７年９月 30 日から同年 10 月１日まで 

私は、Ａ社に平成４年１月中旬から７年 10 月１日まで勤務していた

のに、厚生年金保険の加入が４年２月からになっており、７年９月が加

入期間になっていない。また、ねんきん特別便に記載されている４年２

月から７年８月までの納付額は実際に控除された厚生年金保険料よりも

低くなっている。当時の給料明細書を提出するので、正しい記録に訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、平成４年１月中旬に入社したと主張

しているところ、申立人から提出された同年２月支給の給料明細書（１

月分）の「休日出勤手当」欄に「（28、５）28,500」の記載があること

から、申立人は１月 28 日に休日出勤していることが確認できること並

びに申立人及び元同僚（給与計算事務のアルバイトをしていた事業主の

義妹）が「給与は 20 日締めで、25 日支払であった｡」と供述している

ことを考え合わせると、申立人は給与の締め日である 20 日の翌日の４

年１月 21 日にＡ社に入社したと考えるのが妥当であるところ、上記給

料明細書により総支給額に見合う標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

が控除されていることが確認できる。 

また申立期間①の標準報酬月額は、上記給料明細書により、30 万円

とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が、上記給料明細書で確認できる厚生年金保険料控除額に見合う

報酬月額の届出を社会保険事務所に対して行ったか否かについては、こ

れを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行った

とは認められない。 

 

２ 申立期間②のうち、平成４年２月から５年９月までについては、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特

例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づ

き記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していた

と認められる厚生年金保険料額又は申立人の報酬月額のそれぞれに見合

う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいず

れか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人から提出された給料明細書（平成４年 12 月支給



 

分から５年９月支給分まで、一部欠落あり。）により、４年 12 月から

５年２月までは 32 万円、同年４月及び同年７月は 34 万円、同年９月は

36 万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が当該期間に係る保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、給料明細書により確認できる標準報酬月額とオンライ

ン記録とが、長期間にわたり相違していることから、事業主は当該期間

に係る標準報酬月額を低く届け出、その結果、社会保険事務所は当該標

準報酬月額に基づく保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立人から給料明細書が提出されていない平成４年２月から

同年 11 月までの期間、５年３月、同年５月、同年６月及び同年８月に

係る標準報酬月額については、厚生年金保険料の控除額について確認で

きない。 

また、給料明細書が提出されている期間における厚生年金保険料は、

月によって変動していることから、給料明細書が提出されている期間の

厚生年金保険料から、給料明細書が提出されていない期間における厚生

年金保険料を推認することはできない。 

このほか、当該期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、当該期間について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

３ 申立期間②のうち、平成５年 10 月１日から７年９月 30 日までの期間

の標準報酬月額については、オンライン記録において、当初、５年 10

月から６年９月までは 34 万円、同年 10 月から７年８月までは 36 万円

と記録されていたところ、Ａ社が休業を理由に厚生年金保険の適用事業

所でなくなった日（７年９月 30 日）の２日後の同年 10 月２日付けで５

年 10 月１日の定時決定（34 万円）、６年 10 月１日の定時決定（36 万

円）及び７年 10 月１日の定時決定（26 万円）を取り消し、５年 10 月

１日に遡って、標準報酬月額を 30 万円に減額訂正していることが確認

できる。 

また、申立人から提出された給料明細書（平成５年 12 月支給分から

７年 10 月支給分まで、一部欠落あり。）により試算される標準報酬月

額は、各月とも遡及減額訂正後の標準報酬月額（30 万円）を長期にわ

たり上回っており、事業主が７年 10 月２日付けで行った減額訂正に係

る届出は、事実に即した届出とは認められない。 

 さらに、当該事業所の商業登記簿謄本により、申立人は役員でないこ

とが確認できる上、事業主の妻は、「給与計算や社会保険事務は自分

が妹に手伝ってもらって行っていた。代表者印も自分が管理してい



 

た｡」と供述していることから、当該標準報酬月額の遡及減額訂正処理

に、申立人は関与していなかったと認められる。 

 これらを総合的に判断すると、平成７年 10 月２日付けで行われた標

準報酬月額の減額訂正処理は、事実に即したものとは認められず、社

会保険事務所が行った遡及減額訂正処理に合理的な理由は無く、有効

な記録とは認められない。 

したがって、平成５年 10 月から７年８月までの標準報酬月額は、事

業主が当初届け出た標準報酬月額の記録から、５年 10 月から６年９月

までは 34 万円、同年 10 月から７年８月までは 36 万円とする必要があ

る。 

一方、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づ

き記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していた

と認められる厚生年金保険料額又は申立人の報酬月額のそれぞれに見合

う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいず

れか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間のうち、平成６年１月、同年３月、同年５月、

同年７月及び同年８月に係る標準報酬月額については、申立人から提出

のあった給料明細書により、36 万円とすることが妥当である。 

  なお、事業主が申立人の当該期間に係る保険料を納付する義務を履行

したか否かについては、給料明細書により確認できる標準報酬月額とオ

ンライン記録とが、長期間にわたり相違していることから、事業主は当

該期間に係る標準報酬月額を低く届け出、その結果、社会保険事務所は

当該標準報酬月額に基づく保険料（遡及減額訂正前の標準報酬月額に基

づく保険料を除く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は当

該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

４ 申立期間③については、申立人は、平成７年９月 30 日まで勤務して

いたと申し立てているところ、オンライン記録により、当該事業所が厚

生年金保険の適用事業所でなくなった同年９月 30 日の３日後の同年 10

月３日付けで申立人に係る資格喪失日を同年９月 30 日とする処理が行

われていることが確認できる。 

また、申立人については、雇用保険の加入記録が無いことから離職

日の確認ができない上、オンライン記録により、申立人と同じく平成７

年９月 30 日に被保険者資格を喪失している者が３人確認できる。 

さらに､申立人から提出された平成７年 10 月支給の給料明細書（９

月分）において厚生年金保険料が控除されていないことが確認できる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間③に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

千葉厚生年金 事案 4472 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 15 年７月 23 日は 10 万

9,000 円、同年 12 月３日は８万円、16 年７月 26 日は 12 万円、同年 12月

７日は 17 万 3,000 円、18 年７月 31 日は 18 万 3,000 円とすることが必要

である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年７月 23 日 

             ② 平成 15 年 12 月３日 

             ③ 平成 16 年７月 26 日 

             ④ 平成 16 年 12 月７日 

             ⑤ 平成 18 年７月 31 日 

私は、Ａ社に係る厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の

標準賞与額の記録が無い。申立期間に支給された賞与から厚生年金保険

料が控除されていたので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された申立期間に係る賞与支給明細書（写）により、申

立人はＡ社から申立期間において賞与が支給され、賞与額に見合う標準賞

与額に相当する厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこ

とが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与支給明細書により、

平成 15 年７月 23 日は 10 万 9,000 円、同年 12 月３日は８万円、16 年７

月 26 日は 12 万円、同年 12 月７日は 17 万 3,000 円、18 年７月 31 日は 18

万 3,000 円とすることが妥当である。 



 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、Ｂ厚生年金基金及びＣ健康保険組合は、「当該事業

所からは、申立人を含め加入者全員の申立期間に係る賞与支払届出の事実

は確認できない。」と回答しているものの、事業主は不明としており、こ

のほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでない

と判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所に行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。 



 

千葉厚生年金 事案 4473 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間のうち、平成６年７月１日から７年９月１日までの期

間について、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、

申立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の

当該期間に係る標準報酬月額の記録を 26 万円に訂正することが必要であ

る。 

また、申立期間のうち、平成７年９月１日から８年３月１日までの期間

について、申立人のＡ社における資格喪失日は、同年３月１日であると認

められることから、申立期間の資格喪失日に係る記録を訂正することが必

要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、26 万円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成６年７月１日から７年９月１日まで 

             ② 平成７年９月１日から８年３月１日まで 

私は、平成６年７月１日から８年２月末日まで、Ｂ（施設）内に所

在したＣ事業所（同事業所の運営会社はＡ社）に勤務していたが、厚生

年金保険の被保険者記録において７年９月１日に資格喪失となっている

ことに納得できないので資格喪失日を訂正してほしい。また、同店に勤

務していた申立期間においては、25 万円以上の給与をもらっていたは

ずであるので、標準報酬月額の記録についても訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、オンライン記録により、申立人のＡ社に係る

標準報酬月額は、当初、平成６年７月から７年８月までは 26 万円と記

録されていたところ、同社が休業を理由に厚生年金保険の適用事業所で

なくなった日（７年９月１日）の約７か月後の８年３月 18 日付けで被

保険者資格取得時及び７年 10 月１日の定時決定時の標準報酬月額（い

ずれも 26 万円）を取り消し、資格取得日（６年７月１日）に遡って８



 

万円に減額訂正されていることが確認できる。 

また、オンライン記録により、当該事業所において申立期間①当時、

被保険者資格を有していた 18 人のうち、平成８年３月 15 日に４人及び

申立人と同じ同年３月 18 日に９人の計 13 人は、標準報酬月額が被保険

者資格取得時に遡って減額訂正されていることが確認できる。 

さらに、閉鎖事項全部証明書により、申立人は役員でないことが確

認できる上、元同僚は、「社会保険の事務手続は女性の職員が行ってお

り、申立人は経営にも社会保険事務にも携わっていなかった。」と供述

していることから、申立人は当該遡及訂正処理に関与していないと認め

られる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所が行った申立人に係

る標準報酬月額の遡及減額訂正処理に合理的な理由は見当たらず、当該

記録は有効なものとは認められないことから、申立人の申立期間①に係

る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た 26 万円に

訂正することが必要である。 

 

２ 申立期間②については、オンライン記録により、申立人の資格喪失日

は、上記遡及減額訂正処理が行われた平成８年３月 18 日に、Ａ社が適

用事業所でなくなった７年９月１日として処理されているが、申立人は、

雇用保険の加入記録により、当該事業所を８年２月 29 日に離職してい

ることが確認できることから、申立人は、申立期間②において継続して

勤務していたと認められる。 

また、オンライン記録により、申立人と同じく、平成８年３月 18 日

付けで資格喪失日を７年９月１日として処理されている者が７人確認で

きる上、当該事業所は、閉鎖登記簿謄本によると申立期間②当時、法人

事業所であったことが確認できることから、厚生年金保険の適用事業所

要件を満たしていたと認められる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所が申立人について平

成７年９月１日に厚生年金保険被保険者資格を喪失した旨の処理を行う

合理的な理由は認められず、当該記録は有効なものとは認められないこ

とから、申立人に係るＡ社における資格喪失日は、雇用保険の離職日の

翌日である８年３月１日とすることが妥当である。 

また、申立期間②における標準報酬月額については、事業主が社会

保険事務所に当初届け出た標準報酬月額の記録から、26 万円とするこ

とが妥当である。 



 

千葉厚生年金 事案 4474 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 62 年５月１日から同年６月１日まで

の期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を同

年５月１日に訂正し、当該期間に係る標準報酬月額を 20 万円とすること

が必要である。 

また、申立人は、申立期間のうち、平成７年３月 30 日から同年４月１

日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を同年４月１日に訂正し、当該期間に係る標準報酬月額を 32 万円とす

ることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 62 年５月１日から同年６月１日まで 

② 平成７年３月 30 日から同年４月１日まで 

    私は、昭和 62 年３月から平成７年３月末までＡ社に勤務していた。

給与明細書を見ると、厚生年金保険料は、昭和 62 年６月から平成７年

４月までに支給された各月の給与から合わせて 95 か月間控除されてい

たが、厚生年金保険の被保険者記録が 93 か月になっており、２か月不

足しているので、調査の上、被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与明細書及び雇用保険の加入記録により、申立

人は申立期間①及び②にＡ社に勤務していたことが確認できる。 

また、Ａ社の元事業主は、「申立人は、平成７年３月 31 日まで勤務し

ていた。」と回答している上、上記雇用保険の加入記録により、申立人の

離職日は平成７年３月 31 日であることが確認できる。 



 

さらに申立人から提出された給与明細書により、申立人は、昭和 62 年

６月 25 日に支給された給与から初めて厚生年金保険料が控除されている

ことから、同年６月支給の同年５月の給与から、同年５月分の保険料が控

除されたと推認でき、平成７年４月 25 日支給の同年３月給与（給与計算

期間は同年３月 21 日から同月 31 日まで）から、同年３月分の保険料が事

業主により控除されたと認められる。 

   一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料

額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内である

ことから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することと

なる。 

   したがって、申立人の申立期間①及び②に係る標準報酬月額については、

給与明細書により、昭和 62 年５月は 20 万円、平成７年３月は 32 万円と

することが妥当である。 

   なお、事業主が申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は履行したと回答しているが、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを

得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出及び喪失日に係る

届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、これを

確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められな

い。 



 

千葉厚生年金 事案 4475 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成 18 年５月１日から 20 年 10 月１日ま

での期間における標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果、18 年５月か

ら同年８月までは 20 万円、同年９月から 19 年６月までは 22 万円、同年

７月から 20 年９月までは 26 万円とされているところ、当該額は厚生年金

保険法第 75 条本文の規定に該当することから、年金額の計算の基礎とな

る標準報酬月額は訂正前の 12 万 6,000 円とされているが、申立人は、当

該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の当該期間における標

準報酬月額に係る記録を 18 年５月から同年８月までは 20 万円、同年９月

から 20 年９月までは 22 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 また、申立人の平成 19 年８月８日、同年 12 月 18 日及び 20 年８月８日

に係る標準賞与額の記録については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とはならない記録とされて

いるが、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、特例

法に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を 19 年８

月８日及び同年 12 月 18 日は 19 万 8,000 円、20 年８月８日は 19 万円と

することが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 18 年５月１日から 20 年 10 月１日まで 



 

             ② 平成 19 年８月８日 

             ③ 平成 19 年 12 月 18 日 

             ④ 平成 20 年８月８日 

私の平成 18 年５月から 20 年９月までの標準報酬月額について、給

与に相当する厚生年金保険料が控除されたにもかかわらず、著しく低い

金額になっている。賞与に関しては厚生年金保険料が控除されていたに

もかかわらず、年金事務所へ届出されていない。過去に遡り全て元に戻

すと文書と口頭で説明されたが、既に時効が成立しているため年金給付

に反映されないので、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、オンライン記録において、申立人の標準報酬

月額の記録は当初 12 万 6,000 円と記録されたが、申立期間①に係る厚

生年金保険料の徴収権が時効により消滅した後の、平成 22 年 11 月５日

付けで、18 年５月から同年８月までは 20 万円、同年９月から 19 年６

月までは 22 万円、同年７月から 20 年９月までは 26 万円に訂正された

ところ、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基

礎となる標準報酬月額は、当該訂正後の標準報酬月額ではなく、当初記

録されていた標準報酬月額（12 万 6,000 円）となっている。 

    しかし、事業主から提出された賃金台帳（給与・手当等）により、申

立期間①のうち、平成 18 年５月から 19 年８月までの期間及び同年 12

月から 20 年９月までの期間は社会保険事務所（当時）に届けられてい

る標準報酬月額に基づく保険料よりも高い保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが確認できる。 

    また、上記賃金台帳により、申立期間①のうち、平成 19 年９月から

同年 11 月までは、12 万 6,000 円の標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料が控除されているが、同年 12 月及び 20 年１月の賃金台帳では、社会

保険料調整額の控除が確認できるところ、当該調整額は、当該期間の標

準報酬月額をその前後の期間の標準報酬月額と同額（22 万円）であっ

たと仮定して算出した社会保険料額と 12 万 6,000 円の標準報酬月額に

基づく社会保険料控除額との差額と一致することから、当該調整額は、

19 年９月から同年 11 月までの社会保険料控除額に対する調整額であっ

たと考えられる。 

    これらを総合的に判断すると、申立人は、当該期間について、その主

張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

    一方、特例法に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づ

き記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していた



 

と認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づ

く標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいず

れか低い方の額を認定することとなる。 

    したがって、申立人の申立期間①に係る標準報酬月額については、上

記賃金台帳により、平成 18 年５月から同年８月までは 20 万円、同年９

月から 20 年９月までは 22 万円とすることが必要である。 

    なお、事業主が申立人の申立期間①に係る保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効

により消滅した後に標準報酬月額の訂正の届出を提出していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間①の保険料（訂正前の標準報

酬月額に基づく保険料を除く。）について納入の告知を行っておらず、

事業主は、申立人の申立期間①に係る保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

  ２ 申立期間②、③及び④については、オンライン記録において、平成

22 年 11 月２日に事業主から賞与支払届が届け出られているが、厚生年

金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞

与額とはならない記録とされている。 

    しかし、事業主から提出された賃金台帳（賞与等）により、申立人は、

平成 19 年８月８日及び同年 12 月 18 日は 19 万 8,000 円、20 年８月８

日は 19 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが確認できる。 

    一方、特例法に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められ

る厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額

の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を

認定することとなる。 

    したがって、申立期間②、③及び④の標準賞与額については、上記賃

金台帳により、平成 19 年８月８日及び同年 12 月 18 日は 19 万 8,000 円、

20 年８月８日は 19 万円とすることが妥当である。 

    なお、事業主が申立人の申立期間②、③及び④に係る保険料を納付す

る義務を履行したか否かについては、事業主は、申立人の申立期間②、

③及び④について当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

当該賞与支払届を提出していることから、社会保険事務所は、申立人に

係る申立期間②、③及び④の標準賞与額に基づく保険料について納入の

告知を行っておらず、事業主は、申立人の申立期間②、③及び④に係る

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



 

千葉厚生年金 事案 4476 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社Ｂ事業所における厚生年金保険被保険者の資格取得日は昭

和 19 年 10 月１日、資格喪失日は 20 年８月 15 日であることが認められる

ことから、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に

係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、１万円とすることが妥当で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19 年６月１日から 20 年８月 15 日まで 

    私は、昭和 19 年６月１日から終戦の 20 年８月 15 日まで、Ｃ（業

務）を行う正社員として、Ａ社Ｂ事業所に勤務したが、この間の厚生年

金保険の被保険者記録が欠落しているので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「昭和 19 年頃、Ａ社Ｂ事業所Ｄ工場に入社し、Ｃ（業務）

をした。同社Ｅ工場に工場が疎開した後の 20 年８月 15 日に終戦を迎え、

工場も閉鎖した。19 年と 20 年の二夏を同社で過ごしている。終戦の前年

である 19 年 12 月に地震があり、Ｆ（地名）近辺やＤ工場が被害を受けた

ことを覚えている。」としており、この供述は、具体性があり信 憑
ぴょう

性が

認められる。 

   また、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿及び同索引票において、

厚生年金保険の被保険者の氏名が「Ｇ」である記号番号があるところ、申

立人は、申立期間当時、「Ｇ」と名乗っていたと供述しており、生年月日

も一致している上、申立期間以降に被保険者資格を取得した際の氏名は

「Ｈ」（婚姻後）であることが確認できることから、当該記号番号は、申

立人がＡ社Ｂ事業所に勤務した当時に払い出されたものと推認できる。 

   しかし、Ａ社Ｂ事業所に係る厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿

及び同索引票によると、申立人は、昭和 19 年６月１日に厚生年金保険の

被保険者資格を取得していることが確認できるところ、当該事業所に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿は保管されておらず、申立人の記録は



 

確認できない。 

   また、当該事業所の被保険者名簿を管理していた社会保険事務所（当

時）は、戦災により上記被保険者名簿については全て焼失したことから当

該被保険者名簿の復元を行ったとしているが、当時、復元が完全に行われ

なかったことがうかがわれ、申立人の被保険者記録も復元時に欠落したも

のと推認できる。 

   なお、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿及び同索引票において、

申立人の厚生年金保険台帳記号番号が昭和 19 年６月１日付けで払い出さ

れていることについて、同年６月に施行された厚生年金保険法において、

同年６月から同年９月までは、同法の適用準備期間として厚生年金保険法

の被保険者期間に算入しない期間であり、厚生年金保険料の徴収は同年

10 月から開始することが定められている。 

   これらの事実を前提にすると、申立てに係る厚生年金保険の事実に則し

た記録が無いことの原因としては、事業主の届出漏れ、保険者による被保

険者名簿への記入漏れ、被保険者名簿の焼失等の可能性が考えられるが、

被保険者名簿の大規模な焼失等から半世紀も経た今日において、保険者も

被保険者名簿の完全な復元をなしえない状況の下で、申立人及び事業主に

その原因がいずれにあるのかの特定を行わせることは不可能を強いるもの

であり、同人らにこれによる不利益を負担させるのは相当でないと言うべ

きである。 

   以上を踏まえて本件を見るに、申立人が申立期間中に継続勤務した事実

及び事業主による保険料の控除の事実が推認できること、及び申立てに係

る厚生年金保険の記録は、事業主がその届出を行った後に焼失した可能性

が相当高いと認められる一方で、この推認を妨げる特段の事情は見当たら

ないことなどの諸事情を総合して考慮すると、事業主は、申立人が昭和

19 年 10 月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得した旨の届出を社会

保険事務所に対して行ったと認めるのが相当であり、かつ、申立人の申立

てに係る事業所における厚生年金保険の被保険者資格喪失日は、Ａ社Ｂ事

業所が終戦により事業停止したことが確認できるため、申立人の供述どお

り 20 年８月 15 日とすることが妥当であると判断する。 

   また、当該期間の標準報酬月額は、厚生年金保険法及び船員保険法の一

部を改正する法律（昭和 44 年法律第 78 号）附則第３条の規定に準じ、１

万円とすることが妥当である。 

   なお、記録を管理する保険者は、戦災・火災等の大規模な事故により、

被保険者名簿が焼失等したことから、現存する厚生年金保険の記録に相当

の欠落が見られるなど、記録の不完全性が明らかな場合においては、以上

の事情を考慮の上、当該記録の欠落の原因が申立人又は事業主にあること

が特定できない案件に関して、実情にあった適切な取扱基準を定め、これ

に対処すべきであるが、現時点ではこれが十分になされているとは言えな

い。



 

千葉厚生年金 事案 4477 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 40 年４月２日から同年５月１日まで

の期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を同

年４月１日に、Ｂ社（現在は、Ｃ社）における資格取得日に係る記録を同

日に訂正し、当該期間に係る標準報酬月額を３万 3,000 円とすることが必

要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

   また、申立期間のうち、昭和 45 年８月１日から同年８月 15 日までの期

間については、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格取得日

は、同年８月１日であると認められることから、当該期間に係る資格取得

日の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 40 年４月２日から同年５月１日まで 

             ② 昭和 45 年８月１日から同年８月 15 日まで 

             ③ 昭和 52 年 12 月１日から 53 年２月１日まで 

    私は、昭和 32 年４月 19 日から 51 年２月１日まで、Ｄ社及びその関

連会社に継続して勤務していたが、厚生年金保険の被保険者記録に欠落

がある。また、52 年７月１日にＥ社に入社し、社名がＦ社に変わった

が、53 年２月１日まで勤務地も仕事内容も変わることなく継続して勤

務していたのに、社名が変わった時期が厚生年金保険に未加入となって

いる。調査して、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、雇用保険の加入記録及びＤ社から提出された

退職連絡簿から判断すると、申立人は同社の関連会社に継続して勤務し

（昭和 40 年４月１日にＡ社からＢ社に異動）、申立期間①に係る厚生



 

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

    また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＢ社における

昭和 40 年５月の社会保険事務所（当時）の記録から３万 3,000 円とす

ることが妥当である。 

    一方、オンライン記録によれば、Ｂ社は昭和 40 年５月１日から厚生

年金保険の適用事業所になっており、申立期間①は適用事業所ではなか

ったことが確認できるところ、当該事業所に係る閉鎖登記簿謄本により、

同事業所は同年４月１日に法人として会社設立していることが確認でき

る上、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票から、当該

事業所が適用事業所に該当することとなった同年５月１日において、厚

生年金保険の被保険者は 27 人であったことが確認できることから、当

該事業所は申立期間①において、当時の厚生年金保険法に定める適用事

業所の要件を満たしていたものと判断される。 

    なお、事業主が申立人の申立期間①に係る保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、事業主は不明としているが、事業主は、申立

期間①において厚生年金保険の適用事業所でありながら、社会保険事務

所に対して適用の届出を行っていなかったと認められることから、社会

保険事務所は申立人に係る申立期間①の保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、申立人の申立期間①に係る保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

  ２ 申立期間②については、申立人は、昭和 45 年８月 15 日にＡ社におけ

る被保険者資格を取得したことになっているが、申立人から提出された

Ａ社への出向に係る辞令、Ｄ社から提出されたＧ厚生年金基金台帳及び

雇用保険の加入記録から判断すると、申立人はＤ社の関連会社に継続し

て勤務し（45 年８月１日にＢ社からＡ社に異動）、申立期間②に係る

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることか

ら、申立人の厚生年金保険の被保険者資格取得日は同年８月１日に訂正

することが必要である。 

 

  ３ 申立期間③については、申立人の雇用保険の加入記録によると、Ｅ社

における離職日は昭和 52 年 11 月 30 日、Ｆ社における資格取得日は同

年 12 月１日と記録されていることから、申立人が申立期間③にＦ社に

勤務していたことが認められる。 

    しかし、Ｆ社の事業所別被保険者名簿によると、同社は、昭和 53 年

２月１日に厚生年金保険の任意適用事業所となっていることから、申立

期間③は適用事業所ではなかったことが確認できる。 

    また、オンライン記録によると、Ｅ社における厚生年金保険の被保険



 

者資格喪失後に、Ｆ社において、同社が適用事業所となった昭和 53 年

２月１日に被保険者資格を取得している４人は、いずれも申立期間③に

おいて厚生年金保険の被保険者記録が無いことが確認できる。 

    さらに、Ｆ社は、「当時の資料は処分しているため、申立人の申立期

間③における保険料の控除については不明である。」と回答している上、

ほかに申立期間③における保険料の控除について確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間③に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

千葉厚生年金 事案 4478 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日は、平成６年

７月７日であると認められることから、申立期間の資格喪失日に係る記録

を訂正することが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、32 万円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年６月１日から６年７月７日まで 

    私のＡ社の資格喪失日は、年金事務所の記録では平成５年６月１日と

なっているが、私は同社を６年７月７日に退職しているので、調査の上、

資格喪失日を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録において、申立人のＡ社における申立期間の厚生年金保

険の被保険者資格喪失日は、当初、平成６年７月７日と記録されていたと

ころ、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日（６年７月

７日）より後の同年 11 月 17 日付けで、資格喪失日の記録を取り消した上、

同年 12 月１日付けで資格喪失日が５年６月１日に遡って訂正されている

ことが確認できる。 

   また、平成６年 12 月１日付けで、被保険者資格喪失日の記録を５年６

月１日に遡って訂正されている者が多数確認できる。 

   さらに、当該事業所に係る申立人の雇用保険の加入記録により、申立人

は、昭和 58 年４月１日に資格を取得し、平成６年６月 20 日に離職してい

ることが確認できる上、当該事業所の元同僚は、「申立人はＢ（部門）の

Ｃ（役職）であり、社会保険担当役員ではなかった。」と供述している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人について、平成５年６月１日に厚

生年金保険の被保険者資格を喪失した旨の処理を行う合理的理由は無く、

当該資格喪失処理に係る記録は有効なものとは認められないことから、申

立人の資格喪失日については、当該訂正処理前の申立人の資格喪失日であ

る６年７月７日であると認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人の申立期間における

当該訂正処理前のオンライン記録から、32 万円とすることが妥当である。 



 

千葉厚生年金 事案 4479 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 46 年２月１日から同年 10 月１日まで

の期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められることから、当該期間

の標準報酬月額に係る記録を、同年２月は７万 2,000 円、同年３月から同

年５月までは７万 6,000 円、同年６月は９万 2,000 円及び同年７月から同

年９月までは 10 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主が当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年 11 月３日から 46 年 11 月１日まで 

             ② 昭和 50 年 10 月１日から 51 年２月 23 日まで 

             ③ 昭和 61 年２月３日から平成元年３月１日まで 

    私は、昭和 45 年 11 月３日から 51 年２月 23 日まではＡ社で、また、

61 年２月３日から平成元年２月末日まではＢ社で勤務した。申立期間

の標準報酬月額が、実際の給与額に比較して著しく低いのは納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てていると

ころ、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、

これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控

除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれ

ぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬

月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

    したがって、申立期間①のうち、昭和 46 年２月１日から同年 10 月１

日までの期間に係る申立人の標準報酬月額については、申立人から提出

されたＡ社の給与明細書により、同年２月は７万 2,000 円、同年３月か

ら同年５月までは７万 6,000 円、同年６月は９万 2,000 円及び同年７月



 

から同年９月までは 10 万円とすることが妥当である。 

    なお、事業主が申立人に係る当該標準報酬月額に基づく保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、事業主は不明としており、これ

を確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判

断せざるを得ない。 

    また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当

時）に対し行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周

辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

    一方、申立期間①のうち、昭和 45 年 11 月３日から 46 年２月１日ま

での期間及び同年 10 月１日から同年 11 月１日までの期間については、

申立人から提出された給与明細書により、報酬月額に見合う標準報酬月

額と保険料控除額に見合う標準報酬月額のいずれか低い方の額は、オン

ライン記録の標準報酬月額と同額であることが確認できることから、特

例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

 

  ２ 申立期間②のうち、昭和 50 年 11 月１日から 51 年２月 23 日までの期

間については、事業主から提出された同年２月 28 日付け社会保険事務

所の確認印がある健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書で

は、資格喪失時の標準報酬月額がオンライン記録と一致する 17 万円と

なっており、資格喪失直前の算定基礎届（50 年 10 月１日定時決定）は

標準報酬月額 17 万円で届け出られたものと推認できる。 

    また、申立人は標準報酬月額を算定する際に歩合給が含まれていない

と主張しているが、申立人から提出されたＡ社の歩合給支給明細書にお

いて、厚生年金保険料は控除されていない。 

    さらに、当該事業所は、「申立人の申立期間②に係る報酬月額及び厚

生年金保険料控除額が分かる賃金台帳等の関連資料を保有していな

い。」と回答していることから、申立人の申立期間②のうち、昭和 50

年 11 月１日から 51 年２月 23 日までの期間の保険料控除について確認

できない上、当該事業所において、申立期間②に厚生年金保険の加入記

録がある元同僚 11 名のうち、所在が判明し回答を得ることができた４

名のうち３名は、「申立期間②当時、自分の厚生年金保険の標準報酬月

額について不自然さは無かった。」とし、ほかの１名は「標準報酬月額

と実際の報酬月額に差異があった。」としているものの、勤務期間が２

か月未満の短期で、給与明細書等の提出が無く、標準報酬月額と実際の

報酬月額との差異について確認することができない。 

    加えて、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認

しても、申立人の標準報酬月額等の記載内容に記録訂正の形跡は無く、

記録管理に不自然さは認められない。 

    このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく保険料の控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間②のうち、昭和 50 年 11 月１日から 51 年２月 23 日ま

での期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    一方、申立期間②のうち、昭和 50 年 10 月１日から同年 11 月１日ま

での期間については、申立人から提出された給与明細書により、報酬月

額に見合う標準報酬月額と保険料控除額に見合う標準報酬月額のいずれ

か低い方の額は、オンライン記録の標準報酬月額を下回っていることが

確認できることから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、

あっせんは行わない。 

 

  ３ 申立期間③について、申立人が所持するＢ社の歩合給明細には、元同

僚４名について月々約 17 万円から約 124 万円までの歩合給が支給され

ていることが確認できるが、申立人及び元同僚のオンライン記録によれ

ば、標準報酬月額と歩合給が連動していないことが確認できる上、当該

事業所の元役員は、「申立期間③当時、標準報酬月額の算定に歩合給を

含めていなかったと思う。」と回答しており、当該事業所は、標準報酬

月額を算定する届出に歩合給を含めていなかったことが推認できる。 

また、当該事業所は、平成 10 年 11 月２日に厚生年金保険の適用事

業所でなくなっていることから、申立期間③当時の保険料控除を確認で

きる賃金台帳、源泉徴収票等の関連資料は不明である上、当時の事業主

から協力を得られず、申立人の保険料控除について確認することができ

ない。 

    さらに、元同僚及び当該事業所の歩合給明細に氏名のある５名のうち、

所在が判明し回答を得ることができた３名のうち２名は、「申立期間③

当時、自分の厚生年金保険の標準報酬月額について不自然さは無かっ

た。」としており、ほかの１名は、「標準報酬月額と実際の報酬月額に

差異があった。」と供述しているものの、給与明細書等の提出が無く、

標準報酬月額と実際の報酬月額との差異について確認することができな

い。 

    加えて、上記歩合給明細に氏名があり、申立期間③に年金記録のある

元同僚５名の標準報酬月額は、初年度は 26 万円又は 28 万円であり、給

与の改定後は 28 万円又は 30 万円となっており、申立人と比較しても標

準報酬月額に不自然さは無く、当該事業所に係るオンライン記録におい

ても、申立人の標準報酬月額等の記録訂正の形跡も見当たらない。 

    このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく保険料の控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間③について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。



 

千葉厚生年金 事案 4480 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社における労働者年金保険被保険者の資格取得日は昭和 17

年６月１日、資格喪失日は 18 年１月 30 日であると認められることから、

当該期間における労働者年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る

記録を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、60 円とすることが妥当で

ある。 

   また、申立人のＢ社における厚生年金保険被保険者の資格取得日は昭和

24 年６月１日、資格喪失日は 25 年９月１日であると認められることから、

当該期間における厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記

録を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、7,000 円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 17 年６月１日から 18 年１月 30 日まで 

             ② 昭和 24 年６月１日から 25 年９月１日まで 

    私の夫が、Ｃ社（現在は、Ｄ社）の前後に勤務していた会社の厚生年

金保険の被保険者記録が欠落している。当時の給与明細書などは残っ

ていないが、夫は厚生年金保険に加入していたことは間違いないので

調査してほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、労働者年金保険被保険者台帳索引票により、

申立人と氏名及び生年月日が同一の基礎年金番号に統合されていない

労働者年金保険被保険者台帳記号番号（Ｅ）が払い出されており、当

該記号番号は、Ａ社に係る健康保険労働者年金保険被保険者名簿にお



 

いて、昭和 17 年３月１日に労働者年金保険の被保険者資格を取得し、

18 年１月 30 日に被保険者資格を喪失していることが確認できる。 

    また、オンライン記録において、申立人の厚生年金保険被保険者記録

が確認できるＤ社から提出された申立人に係る従業員名票によれば、

保証人欄に「Ｆ」、職業欄に「昭和 17 年 12 月から 18 年７月まで叔父

ノ請負作業」と記載されているところ、上記被保険者名簿において、

申立人の叔父であるＦ及び申立人の氏名が確認できる上、申立人の妻

は、「叔父と一緒にＧ（業種）の仕事をしていたと夫から聞いたこと

がある。」と供述していることから、当該労働者年金保険の被保険者

記録は、申立人の記録であると判断することができる。 

    これらを総合的に判断すると、申立人のＡ社における労働者年金保険

の被保険者資格は、上記被保険者名簿では取得日が昭和 17 年３月１日

とされているが、労働者年金保険法（昭和 16 年法律第 60 号）は 17 年

６月１日から適用が開始されていることから、資格取得日は同年６月

１日、資格喪失日は 18 年１月 30 日であると認められる。 

    なお、申立期間①の標準報酬月額については、当該未統合記録から、

60 円とすることが妥当である。 

 

  ２ 申立期間②については、厚生年金保険被保険者台帳索引票により、申

立人と氏名及び生年月日が同一の基礎年金番号に統合されていない被保

険者台帳記号番号（Ｈ）が払い出されており、当該記号番号は、Ｂ社に

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、昭和 24 年６月１日

に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、25 年９月１日に被保険者資

格を喪失していることが確認できる。 

    また、上記被保険者名簿において、申立期間①と同様に申立人の叔父

であるＦ及び申立人の氏名が確認できることから、当該厚生年金保険被

保険者記録は、申立人の記録であると判断することができる。 

    これらを総合的に判断すると、申立人のＢ社における厚生年金保険の

被保険者資格取得日は昭和 24 年６月１日、資格喪失日は 25 年９月１日

であると認められる。 

    なお、申立期間②の標準報酬月額については、当該未統合記録から、

7,000 円とすることが妥当である。 



 

千葉厚生年金 事案 4481 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成 16 年 12 月 25 日、17 年７月８日、同

年 12 月９日、18 年７月 10 日、同年 12 月８日、19 年７月 10 日、同年 12

月 10 日、20 年７月 10 日及び同年 12 月 10 日において、その主張する標

準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていた

ことが認められることから、Ａ社における標準賞与額に係る記録を 16 年

12 月 25 日は 42 万 3,000 円、17 年７月８日は 39 万 1,000 円、同年 12 月

９日は 41 万 6,000 円、18 年７月 10 日は 39 万円、同年 12 月８日は 41 万

4,000 円、19 年７月 10 日は 39 万 5,000 円、同年 12 月 10 日は 43 万

4,000 円、20 年７月 10 日は 44 万 3,000 円及び同年 12 月 10 日は 52 万

7,000 円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16 年 12 月 25 日 

             ② 平成 17 年７月８日 

             ③ 平成 17 年 12 月９日 

             ④ 平成 18 年７月 10 日 

             ⑤ 平成 18 年 12 月８日 

             ⑥ 平成 19 年７月 10 日 

             ⑦ 平成 19 年 12 月 10 日 

             ⑧ 平成 20 年７月 10 日 

             ⑨ 平成 20 年 12 月 10 日 

             ⑩ 平成 21 年７月 10 日 

    私は、Ａ社から支給された申立期間①から⑤までの標準賞与額の記録

が無く、申立期間⑥から⑩までの標準賞与額が給与支給明細書と相違し

ているので調査してほしい。 

 



 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人から提出された申立期間の賞与に係る給与支給明細書により、

申立人は、申立期間①から⑩までにおいて、Ａ社から賞与が支給され、

厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

る。 

    一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律（以下「特例法」という。）に基づき、標準賞与額を決定し、これに

基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除して

いたと認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準

賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方

の額を認定することとなる。 

    したがって、申立期間①から⑨までに係る標準賞与額については、上

記明細書により、平成 16 年 12 月 25 日は 42 万 3,000 円、17 年７月８

日は 39 万 1,000 円、同年 12 月９日は 41 万 6,000 円、18 年７月 10 日

は 39 万円、同年 12 月８日は 41 万 4,000 円、19 年７月 10 日は 39 万

5,000 円、同年 12 月 10 日は 43 万 4,000 円、20 年７月 10 日は 44 万

3,000 円及び同年 12 月 10 日は 52 万 7,000 円とすることが妥当である。 

    なお、事業主が申立人の申立期間①から⑨までに係る当該標準賞与額

に基づく保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事業主は

不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことか

ら、明らかでないと判断せざるを得ない。 

    また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所（当

時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び

周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

 

  ２ 申立期間⑩に係る標準賞与額については、上記明細書により、賞与額

に見合う標準賞与額と保険料控除額に見合う標準賞与額のいずれか低い

方の額は、オンライン記録の標準賞与額と同額であることが確認できる

ことから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは

行わない。 



 

千葉厚生年金 事案 4482 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報

酬月額に係る記録を平成８年４月から同年 11 月までは 59 万円、同年 12

月から９年６月までは 50 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年４月１日から９年７月 17 日まで 

    私は、年金事務所で、Ａ社における申立期間に係る標準報酬月額が資

格喪失後に減額訂正されている旨の説明を受けた。私は、同社の取締役

であったが、当該減額訂正処理に関与していないので、申立期間の標準

報酬月額を訂正前の記録に戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録において、申立人のＡ社における厚生年金保険の標準報

酬月額は、当初、平成８年４月から同年 11 月までは 59 万円、同年 12 月

から９年６月までは 50 万円と記録されていたが、同社が厚生年金保険の

適用事業所でなくなった同年７月 17 日より後の同年８月 19 日付けで、８

年４月１日に遡及して９万 8,000 円に減額訂正されていることが確認でき

る。 

   なお、Ａ社の商業登記簿謄本により、申立人は当該遡及訂正処理が行わ

れた平成９年８月 19 日には同社の取締役であったことが確認できるが、

申立人は雇用保険に加入している上、同社の元従業員は、「厚生年金保険

関係の事務は代表取締役社長が行っており、申立人は、当該事務に関与し

ていなかった。」と供述していることから、申立人が当該遡及訂正処理に

関与していたとは考え難い。 

   これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、当該遡及訂正

処理を行う合理的な理由は見当たらず、申立期間において標準報酬月額に

係る有効な記録訂正があったとは認められないことから、申立人の申立期

間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出たとおり、

平成８年４月から同年 11 月までは 59 万円、同年 12 月から９年６月まで

は 50 万円に訂正することが必要である。 



 

千葉厚生年金 事案 4483 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係

る記録を平成 15 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 17 万円

とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 55 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15 年３月 31 日から同年４月１日まで 

    私は、Ａ社に平成 13 年４月１日から 15 年３月 31 日まで勤務し、同

年４月支給の給与から厚生年金保険料が控除されているが、厚生年金保

険の資格喪失日に係る記録は同年３月 31 日となっているので、これを

同年４月１日に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録により、申立人はＡ社を平成 15 年３月 31 日に離職

していることが確認できる。 

   また、Ａ社の監査役である事業主の妻の供述及び申立人から提出された

入社月分に係る給与支給明細書により、当該事業所の厚生年金保険料の控

除は翌月控除であると推認できることから、申立人から提出された平成

15 年４月支給の給与支給明細書において控除されている厚生年金保険料

は、同年３月分であると認められる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、Ａ社に継続して勤務し、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと

認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の平成 15 年４月の

給与支給明細書から、17 万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し



 

たか否かについては、事業主から提出された健康保険厚生年金保険被保険

者資格喪失確認通知書により、事業主が資格喪失日を平成 15 年３月 31 日

と届け出たことが確認できることから、その結果、社会保険事務所（当

時）は、申立人に係る同年３月の保険料について納入の告知を行っておら

ず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべ

き保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



 

  

千葉厚生年金 事案 4484 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報

酬月額に係る記録を平成５年８月から６年７月までは 50 万円、同年８月

から同年 10 月までは 53 万円、同年 11 月から７年９月までは 56 万円、同

年 10 月から同年 11 月までは 59 万円、同年 12 月から８年６月までは 41

万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年８月１日から８年７月 23 日まで 

    私は、Ａ社での厚生年金保険の標準報酬月額が、実際にもらっていた

給料よりも低くなっているので、標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人の申立期間の標準報酬月額については、

当初、平成５年８月から６年７月までは 50 万円、同年８月から同年 10 月

までは 53 万円（上限）、同年 11 月から７年９月までは 56 万円、同年 10

月から同年 11 月までは 59 万円（上限）、同年 12 月から８年６月までは

41 万円と記録されていたが、Ａ社が休業を理由に厚生年金保険の適用事

業所でなくなった同年７月 23 日の直後の同年７月 25 日付けで、７年 10

月１日の定時決定（59 万円）及び同年 12 月１日の随時改定（41 万円）を

取り消し、同年 10 月１日に遡って９万 8,000 円に減額訂正し、その約１

か月後の８年９月３日付けで、同年７月 23 日の資格喪失日を一旦取り消

した上で、５年８月１日の随時改定（50 万円）、６年８月１日の随時改

定（上限の 53 万円）及び７年 10 月１日の定時決定（９万 8,000 円）を取

り消し、５年 10 月１日の定時決定を 47 万円、６年 10 月１日の定時決定

を 50 万円、７年 10 月１日の定時決定を９万 8,000 円（８年７月 25 日付

けで遡及減額訂正した額）に遡及して減額訂正し、５年８月から同年９月

までは、44 万円に引き下げられている。 



 

  

   また、申立人と同じく平成８年７月 23 日に資格喪失した被保険者６名

は、オンライン記録により、申立人と同様に同年７月 25 日付け及び同年

９月３日付けの２度にわたり標準報酬月額の遡及訂正処理がなされている

ことが確認できるほか、６年５月７日から８年７月 22 日までの間に資格

喪失している 60 名のうち、51 名に申立人と同様に同年９月３日付けで標

準報酬月額の遡及訂正処理が行われていることが確認できる。 

   さらに、申立人は、雇用保険の加入記録及び閉鎖登記簿謄本により、当

該事業所の役員ではないことが確認できる上、元共同代表取締役の１名は、

「社会保険事務所に対する事務は別の取締役が行っていた。」と回答し、

また、他の１名は、「申立人は、当該事業所ではＢ（職種）であり、社会

保険に関する業務に携わっていなかった。」と供述している上、複数の元

同僚も、「申立人は、当該事業所ではＢ（職種）であった。」と供述して

いることから、申立人は、当該遡及訂正処理には関与していなかったと認

められる。 

   加えて、当該事業所の平成７年３月期決算における未払金内訳書により、

当該事業所では社会保険料の滞納があったと認められる。 

   これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、当該遡及訂正

処理を行う合理的な理由は見当たらず、申立期間に係る標準報酬月額の記

録訂正は有効なものとは認められないことから、申立人の申立期間に係る

標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出たとおり、平成５

年８月から６年７月までは 50 万円、同年８月から同年 10 月までは 53 万

円（上限）、同年 11 月から７年９月までは 56 万円、同年 10 月から同年

11 月までは 59 万円（上限）、同年 12 月から８年６月までは 41 万円に訂

正することが必要である。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 4485 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成 10 年５月１日から 11 年８月１日ま

での期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申

立人のＡ社における当該期間の標準報酬月額に係る記録を 10 年５月は

32 万円、同年６月から同年７月までは 41 万円、同年８月は 38 万円、

同年９月から同年 12 月までは 41 万円、11 年１月から同年７月までは

32 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認めら

れる。 

   また、申立人は、申立期間のうち、平成 11 年８月１日から 13 年 10

月１日までの期間、15 年 10 月１日から同年 11 月１日までの期間及び

同年 12 月１日から 16 年１月 28 日までの期間については、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＢ社における当該期間の

標準報酬月額に係る記録を 11 年８月から 13 年９月までは 32 万円、15

年 10 月は 16 万円、同年 12 月は 19 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（上記訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行したか否かについては、平成 11 年８月から 13 年９月

までは履行していないと認められ、15 年 10 月及び同年 12 月は明らか

でないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 10 年４月１日から 11 年８月１日まで 

             ② 平成 11 年８月１日から 16 年１月 28 日まで 

    私は、Ａ社及びＢ社に、Ｃ（業務）を業務とするＤ（職種）として

勤務した。日本年金機構から送付されてきた書類によると、申立期間



                      

  

における厚生年金保険料額と給与明細書の保険料控除額は、金額に相

違がある。調査の上、保険料控除額に見合う標準報酬月額に訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立人は、Ａ社における標準報酬月額の相

違について申し立てているところ、厚生年金保険の保険給付及び保険

料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、

標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金

保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範

囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を

認定することとなる。 

    したがって、申立人から提出されたＡ社における給与明細書により、

申立期間①のうち、平成 10 年５月は 32 万円、同年６月から同年７月

までは 41 万円、同年８月は 38 万円、同年９月から同年 12 月までは

41 万円、11 年１月から同年７月までは 32 万円に訂正することが必要

である。 

    なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、事業主は、資料が無く不明としており、こ

のほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかで

ないと判断せざるを得ない。 

    また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に

対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が無いことから、行ったとは認められない。 

    一方、申立期間①のうち、平成 10 年４月については、当該給与明

細書により、報酬月額に基づく標準報酬月額と保険料控除額に基づく

標準報酬月額のいずれか低い方の額は、オンライン記録の標準報酬月

額を下回る額であることが確認できることから、特例法による保険給

付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

 

  ２ 申立期間②については、申立人は、Ｂ社における標準報酬月額の相

違について申し立てているところ、特例法に基づき、標準報酬月額を

改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申

立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であること

から、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することと



                      

  

なる。 

    したがって、申立人から提出されたＢ社における給与明細書により、

申立期間②のうち、平成 11 年８月から 13 年９月までは 32 万円、15

年 10 月は 16 万円、同年 12 月は 19 万円に訂正することが必要である。 

    なお、事業主が申立期間のうち、平成 11 年８月から 13 年９月まで

に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事業主は、

資料が無く不明としているが、申立人の給与明細書において確認でき

る報酬月額及び保険料控除額に見合う標準報酬月額とオンライン記録

の標準報酬月額が長期間にわたり一致していないことから、事業主は、

当該給与明細書において確認できる報酬月額又は厚生年金保険料控除

額に見合う報酬額を社会保険事務所に届け出ておらず、その結果、社

会保険事務所は、当該標準報酬月額に見合う保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準報酬月額に

基づく保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められ

る。 

    一方、事業主が申立期間のうち、平成 15 年 10 月及び同年 12 月の

保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事業主は、資料

が無く不明としており、同年３月以降、申立人の給与支給額が大幅に

減額されている上、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無

いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

    また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に

対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が無いことから、行ったとは認められない。 

    一方、申立期間②のうち、平成 13 年 10 月から 15 年９月までの期

間及び同年 11 月については、当該給与明細書により、報酬月額に基

づく標準報酬月額と保険料控除額に基づく標準報酬月額のいずれか低

い方の額は、オンライン記録の標準報酬月額と同額又は下回る額であ

ることが確認できることから、特例法による保険給付の対象に当たら

ないため、あっせんは行わない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 4486 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間のうち、平成 11 年６月１日から同年 10 月１日までの

期間について、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額

は、申立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、当該

期間の標準報酬月額に係る記録を 18 万円に訂正することが必要である。 

   また、申立人は、申立期間のうち、平成 11 年 10 月１日から 12 年８月

１日までの期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、

当該期間の標準報酬月額に係る記録を 18 万円に訂正することが必要であ

る。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 11 年６月１日から 12 年８月１日まで 

             ② 平成 14 年５月１日から 15 年７月１日まで 

    私は、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者期間のうち、申立期間の標準

報酬月額が当時の給与支給額よりも著しく低くなっている。調査の上、

正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①のうち、平成 11 年６月１日から同年 10 月１日までの期間

については、オンライン記録により、申立人のＡ社における標準報酬月

額は、当初、18 万円と記録されていたところ、同年９月６日付けで、

資格取得時の標準報酬月額（18 万円）を訂正し、申立人の厚生年金保

険の被保険者資格取得日である同年６月１日に遡って 14 万 2,000 円に

減額訂正されていることが確認できる。 

    また、オンライン記録によると、申立人の記録訂正日（平成 11 年９

月６日）と同日又は同年９月３日付けで、当該訂正日以前に資格喪失し

ている者も含め、資格取得時の標準報酬月額の記録、並びに 10 年７月



                      

  

から 11 年７月までの随時改定及び定時決定を取消し（訂正）し、標準

報酬月額が減額訂正されている者が 160 人以上確認できる。 

    さらに、申立人から提出された平成 11 年分の給与所得の源泉徴収票

に記載されている社会保険料等の金額は、遡及訂正前の標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料等の社会保険料の試算合計額に符合する。 

    これらを総合的に判断すると、申立人の当該期間における標準報酬月

額の記録訂正は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所におい

て、このような処理を行うべき合理的な理由は見当たらず、有効なもの

とは認められないことから、申立人の当該期間に係る標準報酬月額は、

事業主が社会保険事務所に当初届け出たとおり、18 万円に訂正するこ

とが必要である。 

 

  ２ 申立期間①のうち、平成 11 年 10 月１日から 12 年８月１日までにつ

いては、申立人から提出された 11 年分及び 12 年分の給与所得の源泉徴

収票に記載されている社会保険料等の金額は、18 万円の標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料等の社会保険料の試算合計額に符合することか

ら、当該期間について、申立人が、その主張する標準報酬月額（18 万

円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

    なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行

したか否かについては、事業主は当時の資料が無く不明としており、こ

のほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでな

いと判断せざるを得ない。 

    また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情

が無いことから、行ったとは認められない。 

 

  ３ 申立期間②については、申立人から提出された平成 14 年分及び 15 年

分の給与所得の源泉徴収票に記載されている社会保険料等の金額は、オ

ンライン記録の標準報酬月額（16 万円）に基づく厚生年金保険料等の

社会保険料の試算合計額と符合する。 

    このほか、申立期間②において、申立人が主張する標準報酬月額（34

万円）に基づく保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間②において、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 



 

千葉国民年金 事案 4141 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 54 年 10 月から 55 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54 年 10 月から 55 年３月まで 

    私は、自分で国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料

を納付したはずであり、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、申立期間当時居住していたＡ市の国民年金保険料に係る年度

別納付状況リスト（昭和 59 年５月現在）によると、申立期間の保険料は

未納と記録されており、オンライン記録と一致している上、申立人は、申

立期間の保険料の納付方法を具体的には覚えていないと述べていることか

ら、申立期間当時の納付状況は不明である。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の国民年金手帳記号

番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立人は、申立期間以外にも未納がある上、申立期間の保険料

を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほ

かに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当

たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

千葉国民年金 事案 4142 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 54 年４月から 58 年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54 年４月から 58 年８月まで 

    私は、昭和 58 年９月 26 日にＡ市からＢ市へ転居した後、Ｂ市役所か

ら「過去に国民年金保険料の未納期間がある。」との通知があり、一緒

に送付されてきた納入通知書で、申立期間の保険料を納付したのだから、

申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ｃ銀行Ｄ出張所で普通預金から 20 万円ぐらい引き出し、昭

和 58 年 10 月頃にＢ市役所で申立期間の国民年金保険料を納付したとして

いるが、同時点で、申立期間のうち 56 年７月から 58 年３月までの保険料

は過年度納付となり、同市役所では納付することができない上、オンライ

ン記録、特殊台帳及びＢ市の国民年金被保険者名簿に申立期間の保険料を

納付した形跡は見当たらない。 

   また、オンライン記録によれば、申立人は、昭和 58 年９月 28 日に国民

年金の任意加入被保険者の資格を喪失している上、申立人が申立期間の保

険料を納付したとする同年 10 月の時点を基準とすると、申立期間のうち

56 年６月以前の保険料は、時効により納付することができない。 

   さらに、申立人は、申立期間以外にも未納がある上、申立期間の保険料

を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほ

かに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当

たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることができない。 



 

千葉国民年金 事案 4143 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43 年３月から 47 年５月までの期間及び同年 10 月から 49

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 43 年３月から 47 年５月まで 

             ② 昭和 47 年 10 月から 49 年３月まで 

    私の国民年金は、隣組がまとめて国民年金の加入手続を行い、母が申

立期間①の国民年金保険料を隣組の集金人に納付したはずである。また、

結婚後の申立期間②については、夫が３か月ごとに市役所で夫婦の保険

料を一緒に納付していた。申立期間①及び②が未納とされていることは

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、隣組がまとめて国民年金の加入手続を行い、申立人の母が隣

組の集金により申立期間①の国民年金保険料を納付したと申述しているが、

申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 49 年 10 月１日に社会保険事務所

（当時）からＡ市に払い出された手帳記号番号の一つであり、申立人の所

持する国民年金手帳の発行日から、申立人は同年 10 月頃に加入手続を行

ったものと推認できることから、申立人の申述と相違する上、申立人が加

入手続を行った同年 10 月の時点では、申立期間①の保険料は、時効によ

り納付することはできない。 

   また、申立期間②について、申立人は、申立人の夫が３か月ごとにＡ市

役所で夫婦の保険料を一緒に現年度納付していたと申述しているが、申立

人が加入手続を行った昭和 49 年 10 月時点において、申立期間②の保険料

は過年度納付となり、同市役所では納付することができない。 

   さらに、Ａ市の国民年金被保険者名簿によると、申立人の申立期間①及

び②は未納と記録されており、オンライン記録とも一致している上、オン



 

ラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払出簿検索シス

テムによる縦覧調査の結果、申立人に申立期間①及び②の保険料を納付す

る前提となる別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は

見当たらない。 

   加えて、申立人の申立期間①及び②の保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①及び②の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたも

のと認めることはできない。 



 

千葉国民年金 事案 4144 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年９月から 58 年１月までの国民年金保険料及び同年２

月から 61 年３月までの付加保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 55 年９月から 58 年１月まで 

             ② 昭和 58 年２月から 61 年３月まで 

    私は、昭和 58 年２月にＡ市役所Ｂ支所で国民年金の加入手続を行っ

た際、55 年９月から 58 年１月までの国民年金保険料を遡って一括納付

した。また、同年２月から 61 年３月までの付加保険料を、定額保険料

と同様にＣ郵便局で納付した。申立期間①が未加入及び申立期間②の付

加保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 58 年２月に国民年金の加入手続を行った際、申立期間

①の国民年金保険料を一括納付したと主張しているが、申立人の所持する

年金手帳及びＡ市の国民年金被保険者名簿には、申立人が国民年金の被保

険者資格を同年２月 18 日に任意で取得したことが記載されており、オン

ライン記録と一致する上、申立人は申立期間①当時、厚生年金保険被保険

者の配偶者であることから、申立期間①は国民年金の任意加入対象期間と

なり、申立人の加入手続時点では遡って任意加入することはできないこと

から、申立期間①は国民年金に未加入の期間であり、制度上、保険料を納

付することはできない期間である。 

   また、申立期間②については、申立人は国民年金の定額保険料及び付加

保険料をＣ郵便局で別々の納付書を使用して毎月納付していたと申述して

いるが、特殊台帳及びＡ市の国民年金被保険者名簿には、申立人が付加保

険料の納付の申出を行ったとする形跡は見当たらない上、申立期間②当時、

Ａ市では郵便局において現年度保険料を納付することはできなかったこと



 

から、申立人の申述と相違する。 

   さらに、申立期間②当時、Ａ市では既に納付書方式を採用しており、国

民年金保険料の納付書は、定額保険料及び付加保険料の合計額を一枚の納

付書で納付する仕組みであったことが確認できることから、定額保険料と

付加保険料は合わせて納付済みとなるはずであり、付加保険料についての

み未納となることは考え難い。 

   加えて、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号

払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の国民年金手帳記

号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立期

間①の保険料及び申立期間②の付加保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①の保険料及び申

立期間②の付加保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当

たらない。 

   これら申立内容及びこれまで取集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間①の国民年金保険料及び申立期間②の付加保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



 

千葉国民年金 事案 4145 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 10 年４月から 11 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 10 年４月から 11 年３月まで 

    私は、平成 10 年４月にＡ市役所で国民年金の加入手続を行い、９年

11 月から 10 年３月までの国民年金保険料を納付した。同年 10 月に同

市役所で国民健康保険の加入手続を行おうとしたところ、国民年金保険

料を納付しなければ国民健康保険に加入できないと言われ、私の母が同

年４月からの未納の国民年金保険料をまとめて納付し、その後は毎月納

付してくれていたのに、申立期間が未納となっているので訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の母が申立人及び申立人の兄の申立期間に係る国民年

金保険料を一緒に納付したと主張するところ、オンライン記録において、

申立人及び申立人の兄の平成 13 年４月以降の保険料納付日は一致してい

るものの、それ以前の期間の納付状況は異なっており、申立人の母が、申

立人及び申立人の兄の保険料を一緒に納付していたとは認め難い上、申立

期間の保険料を一緒に納付したとする申立人の兄は、申立期間のうち 10

年５月以降の期間は未納である。 

   また、申立期間は平成９年１月の基礎年金番号制度導入後の期間であり、

年金記録管理業務のオンライン化、電算による納付書作成、領収済通知書

の光学式文字読取機による入力等、事務処理の機械化が進んでおり、記録

漏れ、記録誤り等が生じる可能性は少ない。 

   さらに、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

千葉厚生年金 事案 4487 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生  

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな  

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57 年 10 月１日から 58 年８月１日まで 

    私は、ねんきん特別便で申立期間の標準報酬月額が 13 万 4,000 円に

急落していることを知ったが、Ａ社は、実兄が経営していた会社であり、

同社に大学卒業後入社し、申立期間当時は常務取締役として、Ｂ（業

務）とＣ（業務）に従事し、申立期間もその前後の期間も業務内容に変

化は無く、申立期間の標準報酬額の記録は間違いであると思うので、調

査の上、厚生年金保険の被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の倒産時の代表取締役は、「申立人は、Ｄ（資格）等複数の国家資

格を有しており、大学卒業後入社している。申立人の申立期間における標

準報酬月額が 13 万 4,000 円ということであるが、これは中高卒で入社し

た者の給与に相当し、申立人がこのように低い給与である訳がなく、申立

期間はその前後の 34 万円と記録している期間と同額で届出を行った。」

と供述しているものの、「倒産のため、関係資料等が手元に無く提出でき

ない。」と回答している上、当該事業所が税務事務を委託していた税理士

事務所では、「申立人に係る給与関係資料は保管していない。」と回答し

ていることから、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除額につい

て確認できない。 

   また、当該事業所の申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の

記録内容には、記録を訂正した形跡は無く、記録管理に不自然さは認めら

れない。 

   このほか、申立期間において、申立人が主張する標準報酬月額に基づく

保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

千葉厚生年金 事案 4488 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41 年３月 19 日から同年 10 月１日まで 

             ② 昭和 46 年２月 20 日から同年７月１日まで 

             ③ 昭和 48 年４月１日から同年 10 月１日まで 

    私は、Ａ社（現在は、Ｂ社が承継）に入社し、申立期間当時はＣ（業

務）を担当し、合併等により社名は変わったが、定年退職まで一つの会

社で勤務した。その間、給与が下がったことはないのに、転勤があった

時期に３回標準報酬月額が下がっているのは納得できない。申立期間前

後の期間の標準報酬月額は同じ額となっており、申立期間もこの金額と

同額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立人は、「申立期間①前後の標準報酬月額

が３万 9,000 円であるのに対し、３万 6,000 円に減額になっているのは

納得できない。」と主張している。 

    しかし、Ｂ社は、「申立期間①当時の関係資料は無い。」と回答して

いることから、申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料の控除額につ

いて確認できない。 

    また、申立人がＡ社において厚生年金保険の被保険者資格を取得した

後に当該事業所に転勤となった６名の資格取得時の標準報酬月額と転勤

前の事業所での資格喪失時の標準報酬月額を調査した結果、１名が減額、

３名が同額、２名が増額となっており、申立人の標準報酬月額のみ著し

く不自然であるという事情は見当たらない。 

    さらに、当該事業所に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原



 

票において、申立人の標準報酬月額の記録は、資格取得時の昭和 41 年

３月 19 日に３万 6,000 円とされ、同年 10 月１日の定時決定で３万

9,000 円となっていることが確認でき、記録が遡及訂正されているなど

の形跡は無く、記録管理に不自然さは無い。 

    このほか、申立期間①において、申立人が主張する標準報酬月額に基

づく保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

 

  ２ 申立期間②については、申立人は、「申立期間②前後の標準報酬月額

が８万 6,000 円であるのに対し、７万 2,000 円に減額になっているのは

納得できない。」と主張している。 

    しかし、Ｂ社は、「申立期間②当時の関係資料は無い。」と回答して

いることから、申立人の申立期間②に係る保険料の控除額について確認

できない。 

    また、申立人がＡ社Ｄ工場において厚生年金保険の被保険者資格を取

得する前に当該事業所に転勤となった５名の資格取得時の標準報酬月額

と転勤前の事業所での資格喪失時の標準報酬月額を調査した結果、１名

が減額、４名が同額となっており、申立人の標準報酬月額のみ著しく不

自然であるという事情は見当たらない。 

    さらに、当該事業所に係る申立人の被保険者原票において、申立人の

標準報酬月額の記録は、資格取得時の昭和 46 年２月 20 日に７万 2,000

円とされ、同年７月１日の随時改定で８万 6,000 円となっていることが

確認でき、記録が遡及訂正されているなどの形跡は無く、記録管理に不

自然さは無い。 

    このほか、申立期間②において、申立人が主張する標準報酬月額に基

づく保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

 

  ３ 申立期間③については、申立人は、「申立期間③前後の標準報酬月額

が 13 万 4,000 円であるのに対し、12 万 6,000 円に減額になっているの

は納得できない。」と主張している。 

    しかし、Ｂ社は、「申立期間③当時の関係資料は無い。」と回答して

いることから、申立人の申立期間③に係る保険料の控除額について確認

できない。 

    また、申立人がＢ社Ｅ事業所において厚生年金保険の被保険者資格を

取得した以後に当該事業所に転勤となった 10 名の資格取得時の標準報

酬月額と転勤前の事業所での資格喪失時の標準報酬月額を調査した結果、

３名が減額、５名が同額、２名が増額となっており、申立人の標準報酬



 

月額のみ著しく不自然であるという事情は見当たらない。 

    さらに、当該事業所に係る申立人の被保険者原票において、申立人の

標準報酬月額の記録は、資格取得時の昭和 48 年４月１日に 12 万 6,000

円とされ、同年 10 月１日の定時決定で 13 万 4,000 円となっていること

が確認でき、記録が遡及訂正されているなどの形跡は無く、記録管理に

不自然さは無い。 

    このほか、申立期間③において、申立人が主張する標準報酬月額に基

づく保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

 

  ４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間①、②及び③について、その主張する標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認める

ことはできない。 



 

千葉厚生年金 事案 4489（事案 3030の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年７月１日から 27年４月１日まで 

    私は、Ａ社が倒産した後、同社の元請けであるＢ社Ｃ出張所に継続し

て勤務していた。申立期間は、Ａ社の寮に住み込みながら、Ｂ社の仕事

をしていた。Ａ社の記録は、前回の申立てで昭和 25 年７月１日まで厚

生年金保険の被保険者期間として認められたことから、Ｂ社Ｃ出張所の

申立期間を同年７月１日から 27 年４月１日までに訂正して再申立てす

るので、被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、ⅰ）元同僚は、「申立人は、傭人を

経て、昭和 27 年４月に正式採用となっているが、23 年から 27 年までの

５年間は、正規の採用を行っていなかった。」と供述していること、ⅱ）

別の元同僚は、「申立人は、当初、現場傭人として採用されており、臨時

職員の期間は当時、厚生年金保険に加入させていなかった。」と供述して

いること、ⅲ）Ｂ社が保管する人事記録により、申立人は、同年４月１日

に準社員として入社していることが確認できる上、雇用保険の加入記録と

厚生年金保険の記録が一致することなどを理由に、既に当委員会の決定に

基づき、平成 23年１月 26日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通

知が行われている。 

   今回の申立てにおいて、上記元同僚は、「申立人は申立期間において当

該事業所に勤務していた。」と供述していることから申立人が申立期間に

おいて、当該事業所に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、Ｂ社Ｄ（部門）は、「採用は、本社採用と支店採用があり、人

事カードの「入社前職歴」欄は、勤務実態があれば通常、記載している例



 

が多いが、申立人の人事カードにはその記載が無いことから、勤務期間を

判断することができない上、保険料控除があったことを確認できる資料が

無い。」と回答している。 

   また、申立人のＢ社Ｅ支店において払い出された厚生年金保険被保険者

台帳記号番号は、その払出簿により、当該事業所における資格取得年月日

を昭和 27 年４月１日として払い出されたことが確認でき、申立人の厚生

年金保険被保険者台帳（旧台帳）、当該事業所の健康保険厚生年金保険被

保険者名簿及びオンライン記録と一致している。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

千葉厚生年金 事案 4490 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61 年７月 16 日から 62 年 10 月１日まで 

    私は、昭和 61 年７月 16 日にＡ社から子会社のＢ社へ出向したが、出

向先における申立期間に係る標準報酬月額が 47 万円から 36 万円に下が

っている。給与支給明細書を提出するので、調査の上、正しい標準報酬

月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているとこ

ろ、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以

下「特例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これ

に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除して

いたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基

づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいず

れか低い方の額を認定することとなる。 

   したがって、申立人から提出されたＢ社における昭和 61 年７月、同年

９月から 62 年７月までの期間及び同年９月の給与支給明細書により確認

できる保険料控除額に基づく標準報酬月額は、オンライン記録と同額であ

ることから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは

行わない。 

   また、申立期間のうち、昭和 61 年８月及び 62 年８月については、給与

支給明細書が無い上、Ｂ社は、当該期間の給与関係書類は保存していない

と回答していることから、当該期間に係る報酬月額及び保険料控除額につ

いて確認できない。 



 

   このほか、申立期間において、申立人が主張する標準報酬月額に基づく

保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

千葉厚生年金 事案 4491 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51 年３月 25 日から 53 年８月 30 日頃まで 

    私は、Ａ社の社員として、昭和 53 年８月 30 日頃までＢ社に出向勤務

していたが、51 年３月 25 日以降の厚生年金保険の被保険者記録が無く、

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された従業員名簿により、申立人は当該事業所に在籍し、

Ｂ社へ出向により昭和 49 年４月１日から 51 年３月 25 日までの期間につ

いて勤務していたことが確認できる上、申立人の雇用保険の加入記録によ

り、申立人のＡ社における離職日は、同年３月 25 日であること、及び申

立人に離職票が交付されていることが確認できる。 

   また、Ａ社から提出された「厚生年金保険被保険者資格取得確認および

標準報酬決定通知書」及び「厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書」

により、申立人は、昭和 49 年４月１日に被保険者資格を取得し、51 年３

月 25 日に資格喪失していることが確認でき、当該事業所の健康保険厚生

年金保険被保険者名簿の記録及びオンライン記録と一致する上、上記「厚

生年金保険被保険者資格喪失確認通知書」により、申立人が健康保険被保

険者証を返納していることが確認できる。 

   さらに、出向先であるＢ社は、「申立期間において申立人を雇い入れた

記録は無い。」と回答しており、当該事業所の被保険者名簿に申立人の被

保険者記録は確認できない。 

   加えて、Ａ社から提出された従業員名簿により、申立期間当時にＢ社に

出向し、厚生年金保険の被保険者資格を有しており、連絡先が判明した８

名に照会した結果、７名から回答があり、そのうち１名は、「申立人と同



 

姓の人がいたことを覚えているが、勤務していた期間は不明である。」と

供述しており、ほかの６名は、申立人を記憶していないことから、申立人

の申立期間当時の勤務実態について確認できない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

千葉厚生年金 事案 4492 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年頃から 53 年７月３日まで 

    私は、昭和 48 年頃からＡ事業所（名称変更後は、Ｂ社）に勤務し、

その後、Ｃ組合に勤務したが、同組合が倒産し、再びＡ事業所に勤務し

た。申立期間に健康保険被保険者証を使った記憶があるので、厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   元事業主の妻及び複数の元同僚の証言により、勤務期間は特定できない

ものの、申立人は、Ｃ組合において厚生年金保険被保険者資格を取得する

前からＡ事業所に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、元事業主の妻は、「申立人は当初、臨時で入社したので、厚生

年金保険には加入していないと思う。」と回答しているところ、同氏が保

管する雑記帳には、「Ａ事業所退社 53 年５月～54 年 12 月Ｃ組合 ＊ 

54 年 12 月 21 日再雇用 59.4.30 退職 59.5.24 書類送付済」と記載され

ており、申立人の氏名の上に「臨時」と記載されていることが確認できる。 

   また、申立人が氏名を挙げた元同僚について、元事業主の妻は、「申立

人と同様に臨時で入社した。」と回答しているところ、オンライン記録に

よると、当該元同僚の当該事業所に係る厚生年金保険被保険者の資格取得

日は申立人と同日の昭和 53 年７月３日である上、当該元同僚は、同年７

月３日以前は国民年金に加入し、同年６月まで国民年金保険料を納付して

いることが確認できる。 

   さらに、申立人のＣ組合における厚生年金保険被保険者台帳記号番号は、

その払出簿により、昭和 53 年７月 10 日に払い出され、資格取得日は同年

７月３日であることが確認できる。 



 

   加えて、元事業主の妻は、「給与明細書等保険料控除を確認できる資料

は、保存期間が経過しているため、既に廃棄している。委託していた社会

保険労務士も死亡しているため、資料の所在が分からない。」と回答して

おり、申立期間の申立人の保険料控除について確認できない。 

   このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

千葉厚生年金 事案 4493（事案 2223 及び 3473 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35 年５月 10 日から 37 年７月１日まで 

    私が、申立期間にＡ社に在籍したことは会社も認めており、当時の給

与支給の際、給与明細書から何か控除されていることは覚えており、そ

れが厚生年金保険料であったのかはっきりした記憶は無いが、申立期間

の厚生年金保険の記録が無いのは納得できないので、再度審議してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、ⅰ）Ａ社から提出されたコンピュー

タ記録及び申立人が所持する永年勤続表彰状により、申立人は、申立期間

を含めて同社に継続して勤務していたことは確認できるものの、雇用保険

の加入記録により、申立人は、昭和 37 年６月７日に同社で被保険者資格

を取得していることが確認でき、35 年５月 10 日に入社してから約２年間

も雇用保険に加入していないこと、ⅱ）同社では、申立人が資格取得した

37 年７月１日に 85 人がまとめて資格取得しており、当時、当該事業所で

は、一定期間に採用した者をまとめて加入させていたことがうかがえるこ

となどから、既に当委員会の決定に基づき、平成 22 年８月４日付けで、

年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われているところ、再申立て

においては、申立人から、新たな事情及び資料等の提出は無く、このほか、

申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらないことなどから、既に当委員会の決定に基

づき、23 年５月 11 日付けで、年金記録の訂正は必要でないとする通知が

行われている。 

   今回の申立てにおいて、申立人から新たな事情及び資料等の提出は無く、



 

ほかに申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない上、申立人の当該事業所における厚生年金

保険被保険者台帳記号番号は、その払出簿により、昭和 37 年 10 月６日に

払い出され、同年７月１日に資格取得していることが確認でき、オンライ

ン記録と一致することから、社会保険事務所（当時）における記録管理に

不自然さは無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらないことから、

申立人は厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

千葉厚生年金 事案 4494 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25 年８月１日から 28 年４月１日まで 

    私の夫は、申立期間において、Ａ県Ｂ市のＣ社Ｄ工場に正社員のＥ

（職種）として勤務したが、当該期間の厚生年金保険の被保険者記録が

欠落しているのは納得できない。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間以降に勤務していたＦ社から提出された労働者名簿の

職歴欄により、申立人は、申立期間において、Ｃ社Ｄ工場に勤務していた

ことは推認できる。 

   しかし、Ｃ社は、「申立期間当時の資料は無く、不明。」と回答してお

り、申立人の申立期間における厚生年金保険の加入状況について確認でき

ない。 

   また、申立期間当時、Ｃ社Ｄ工場に勤務していた元同僚は、「昭和 22

年４月から 28 年４月まで当該事業所に勤務したが、申立人を覚えていな

い。当時、臨時工のような人はいた。」としており、申立人を当該事業所

に紹介した元同僚の子は、「申立人は、父の紹介で勤務したと聞いている

が、申立人の勤務期間は分からない。」と供述していることから、申立人

の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できない。 

   さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

   このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

千葉厚生年金 事案 4495 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14 年４月１日から 15 年６月 26 日まで 

    私のＡ社に係る申立期間の標準報酬月額が、知らないうちに引き下げ

られているので、正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ社に係る平成 14 年４月から 15 年５月までの標準報酬月額

が 34 万円から９万 8,000 円に、申立人の知らないうちに引き下げられて

いると主張している。 

   しかし、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっているため、

賃金台帳及び源泉徴収票等は保管されておらず、申立人の厚生年金保険料

の控除について確認できない。 

   また、オンライン記録において、申立人の申立期間に係る標準報酬月額

の遡及訂正等の形跡は無く、記録管理に不自然さは認められない。 

   さらに、オンライン記録によると、申立人は、平成 14 年６月 14 日に老

齢厚生年金の裁定請求書を社会保険事務所（当時）に提出しており、同日

付けで、申立人の厚生年金保険被保険者報酬月額変更届が提出され、標準

報酬月額が減額されていることが確認できるところ、老齢厚生年金の在職

老齢年金は、当該減額された標準報酬月額に基づき支給されていることか

ら、事業主である申立人は、在職老齢年金の全額停止から一部支給に変更

するために、月額変更届を提出したものと考えるのが自然である。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間において、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

   なお、申立人は、当該事業所の代表取締役であったことが商業登記簿謄

本で確認できるところ、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例

等に関する法律（以下「特例法」という。）第１条第１項ただし書では、

特例対象者（申立人）が、当該事業主が厚生年金保険の保険料納付義務を

履行していないことを知り、又は知り得る状態であったと認められる場合

については、記録訂正の対象としない旨規定されている。 

   そのため、仮に、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料を給与から控除されていたとしても、申立期間当時、

Ａ社の代表取締役であった申立人は、上記のとおり特例法第１条第１項た

だし書に規定される「保険料納付義務を履行していないことを知り、又は

知り得る状態であったと認められる場合」に該当すると認められることか

ら、申立期間については、特例法に基づく記録訂正の対象とすることはで

きない。 



 

千葉厚生年金 事案 4496 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59 年 10 月１日から 60 年 10 月１日まで 

私は、Ａ社Ｂ支店に勤務していた期間のうち、申立期間における標

準報酬月額が下がっているが、当時、給与が下がった記憶は無いので、

調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「昭和 59 年 10 月１日の定時決定で標準報酬月額が 26 万円

から 24 万円に減額となっているのは納得できない。」と主張しているが、

申立人から提出された昭和 59 年分給与所得の源泉徴収票における社会保

険料等の控除額は、オンライン記録上の標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料等の社会保険料の試算合計額と符合する。 

   また、Ａ社は、「経歴表から、申立人は昭和 59 年４月の昇級（社員 13

職級・主務）により固定的賃金の変動があり、同年７月に随時改定を行っ

たものと推測するが、同年 10 月の定時決定において標準報酬月額が低下

したことについては、当時の賃金台帳が保存期間 10 年を経過し残ってい

ないため、経緯は確認できない。」と回答している。 

   さらに、申立人と同期入社で申立人と同様に昭和 59 年 10 月１日の定時

決定で標準報酬月額が 26 万円から 24 万円に減額し、60 年７月１日の随

時改定で 28 万円に増額となっている元同僚は、記録が正しいか否か不明

としているが、当該元同僚から提出された 59 年分及び 60 年分の給与所得

の源泉徴収票における社会保険料等の控除額は、オンライン記録上の標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料等の社会保険料の試算合計額と符合する。 

このほか、申立期間において、申立人が主張する標準報酬月額に基づく

保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


